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国際裁判管轄の判断における 「特段 の事情」の審査 について、最高裁
平成9年11月11日 第三小法廷判決(1)が最高裁 として初めて、次のように



















せるのが相当であるが、例外 として、 日本の裁判所 において裁判を行う
ことが当事者間の公平、裁判の適正 ・迅速 を期するという理念に反する
「特段の事情」があると認められる場合には、 日本 の裁判所の国際裁判






が 「『特段の事情』説 に立ちなが ら、『特段の事情』の内容 を諸般の事














外 的処理の余地があるこ と、以上である(6)」。(〔 〕内は筆者 の補記。)
ところで、管轄権の存在が訴訟要件の1つ であるか ら、裁判所 は、本
案判決の前提要件 として管轄権の存在 を確認する必要があるところ、訴
訟要件 に関する審理の一般原則 としては、これには職権調査が妥当 し、
職権調査事項 として職権探知主義が採用される(7)。その客観的証明責任 は
原告 に課 される。 しか し、民事訴訟法第14条との関係で現在の支配的
見解 は、「土地管轄など任意管轄 については、弁論主義が妥当する」 と
い うものであ り、「任意管轄に関 しては、その判断のための資料の提出
責任 は、当事者に委ね られ(8)」ることになる。そ して、国際裁判管轄につ
いての争いは、「裁判官に 『特段 の事情』を認めてもらえるか否か とい
う点に移っているともいえる」のであ り、「裁判で徹底的に争ってみな
い限 り、国際裁判管轄の有無は判明 しないということにな(9)」るであろう。
そこで、原告はいかなる事実 について主張 ・立証 し、それに対 して被告
はどのように抗弁するか、 ということが問題 となる。この問題に対 して







その判断の枠組みお よび 「特段の事情」の要素についての諸見解 を整理
し、つぎに、その検討 に対 して参考 になると思われる裁判例が 「特段の
事情」の要素 について判示 しているところを検証 し、さらに、実務的に
参考になると思われる 「特段の事情」の内容、す なわち、「特段 の事情」




















す なわち、逆推知説は、「渉外的法律 関係 自体の性質から特別 に解す
べ き理 由のない限 り」国内の土地管轄に関する規定から 「逆に推知する」
ことによって国際裁判管轄 を判断す る、 という見解である。
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しない限 り」「訴訟当事者の利害を中心 として」「主 として場所的な考慮
を」行 うことによって国際 「裁判管轄権の分配」を決定するものとし、「国
際的考慮 を払」 って民事訴訟法上の人的または場所的な管轄に関する規





地管轄 に関する規定 について、前者がこの規定か ら直接 に 「推知す る」
のに対 して、後者が これに 「国際的考慮を払 う」(修正 を加える)こ と
によって 「類推する」 とする点にある。その類似点は、ともに民事訴訟
法の土地管轄に関する規定を一応の基準 とする点 にある。
しか しながら、双方の説は ともに、前者が 「渉外的法律関係 自体の性
質から特別 に解すべき理由のない限 り」 とい う留保 または制限を、後者
が 「民事訴訟法の理念に基づ く他の要請に反 しない限 り」 という留保ま
たは制限 をそれぞれ付 している。 こうした留保または制限は、現在の表





基本理念 として、ケース ・バ イ ・ケースによ り、適正 な条理 を見いだそ
うとすることは、方法論 として正 しいと考える。」そ して 「右根本理念の
下に、……種 々のファクターの総合的な比較考量 によって、国内法の土




事件 ごとに、あるいは類型的に考 えてい くべ き」であ り、「ある程度ま
で個別的な詳細さと柔軟 さをもったルールを形成すること」であるとす
る見解があ り(15)、また、「内国牽連性(我 国社会 と当該事案との密接関連性)
の要素」 を重視すべ きであるという見解がある(16)。























新 しい 『特段の事情』説(単 に 「特段の事情」による修正を越えた類型
































か し、「その業務 に関連す る訴訟に限定 したのは、事務所 ・営業所が 日























民事訴訟法の土地管轄に関する規定 を一応の基準 としつつ、「特段 の






裁判籍が 日本国内にあ り、「特段の事情がない限 り」、国際裁判管轄を肯
定するということであ り、逆に、「特段の事情」があるときは、国際裁
判管轄を否定するということになる(23)。
この 「特段の事情」論は、逆推知説的発想に従 った場合に生 じ得る国
際裁判管轄の拡大 に対する歯止めとしての機能 を有することに異論はな
いであろう(24)。「特段の事情」による修正 または調整 は、条理に従った修
正や利益衡量 による調整 と同様の機能を果たす ものと思われる。しかし、
「特段の事情」の審査が 「大 きな法的不安定を生ぜ しめているとするな
らば、それは原告の裁判を受 ける権利 という視点からは、憂慮すべ き事
態である」から、「今後の対応 として」の方向性には 「一つは、管轄配
分説の原点に立ち戻 り、適正 な国際裁判管轄規則を定立 した上で、それ
以上の事案毎の利益衡量判断は不要」 とすること、「一つは、『特段の事
情』論の枠組を維持 しなが ら、その妥当範囲の目的論的縮小 を図る」 こ
とである、といわれている(25)。そ して、後者の方向からは、「いかにして
例外 的利益衡量判断の明確性 ・安定性 を高めてゆくか」が問題 とな り、「そ





として、『最 も適切な法廷地を選ぶ』 という方向に」 ある ものといわれ
ている(26)。そして、一般に、手続的な視点から、審理の順序の選択 は裁判
官に任 されているものの、国際裁判管轄に関 しては、「特段の事情」の
判断の拡張 によって予測可能性 ・明確性が裁判実務のなかでかな りの程
度で損なわれている、 と分析されていることから、審理の順序の 自由と
いう点では放置 され得 ないのであ り、「はっきりと例外性の枠を堅持 し
た透明 ・明確な運用で(27)」あるべ きである、 と認識されている。
こうした認識のもとでも、問題 は、いかなる要素 を 「特段の事情」 と
して考慮するか、ということである。
(3)「特段の事情」の要素 についての諸見解
「特段の事情」 の有無の決定 は、具体的事案 ごとに当事者間の公平、
裁判の適正 ・迅速 を期す るという理念に反するかどうかを判断するア ド・
ホック的な解決であるか ら、「特段の事情」論 は柔軟な例外条項 として
機能する(28)。
まず、民事訴訟法の土地管轄 に関す る規定は、国際的規模 に拡大 し
て類推することが考えられるものの、これは、国内法 を手掛か りとして
国際裁判管轄 を考えようとする ものであっても、土地管轄の総和から逆
に推知 してい く見解 とは異なる。その要素は、次のように考 えられてい




いて類推 されるに しても、若干の修正が必要である。第3に 、裁判の能
率の観点か ら、いずれの国において裁判が迅速 になされ、かつ、強制執
行をな し得るかを考慮する必要がある。
つぎに、国際裁判管轄 を判断す る要素 として、「特段の事情」 の要素
としてではないが、「裁判の理想である適正 ・公平 ・迅速 ・廉価 とい う










経済活動の本拠地が考えられる。第3に 、迅速 ・廉価(経 済性)の 観点
から、公平・適正の観点か らの ものと重複する ものの、訴訟活動を迅速・
経済的にな し得 るという点で生活 ・経済活動の本拠地、証拠調べ手続 を





の要素 をも組み込んで考慮すべ きであろう。 これ らの要素を国際裁判管
轄の判断の要素 として認めるか、 どの程度 まで認めるかについては、見




当事者の便宜 ・公平 ・予測可能性、裁判の迅速 ・能率 ・公正、判決の実
効性、事件に関連を有する国の利益、準拠法選定 との関連が挙げられて
いる(32)。これ らのうち、当事者間の便宜 ・公平 として 「原告、被告間の経
済力の差異、そこから生 じる訴訟追行力の差異 を考慮する(33)」ことである。
準拠法選定 との関連 としては、これを 「法選択的要素をどの程度 まで管
轄の決定に考慮すべ きか」 とい う問題 と理解 して 「渉外事件ではどこの
国の裁判所 に事件が係属するかによって適用 される国際私法 と実体法が
異なって くる」 という理由から、国際裁判管轄の 「決定が同時に適用さ





を期するという理念 に反する 「特段の事情」 として、当事者間の公平の
観点か らは、被告の保護の要請 を考慮 しつつ、原告の立場にも配慮する
こと、裁判の適正 ・迅速の観点からは、証拠方法の集中地を中心に考慮
しつつ、当事者の訴訟活動のための当事者の生活 ・経済活動の本拠地に
も配慮 し、判決の実効性 を確保することができる地 といった要素をも検
討すべ きことになろう。そ して、「特段の事情」の「類型化の方法には様 々
なものが考えられるのであ り、その作業 と並行 して、考慮 されるべき要
素やその軽重を分析 し、予見可能性 を高めてゆく必要(35)」がある。その必
要のために、そして、原告 はいかなる事実について主張 ・立証 し、被告
はそれに対 してどのように抗弁するか、とい う問題のためには、具体的
に 「特段の事情」 の内容、すなわち、「特段の事情」の要素 について裁
判例を検討する必要があろう。
3裁 判例
先の最高裁昭和56年10月16日第二小法廷判決 を契機 として 「特段
の事情」論が提唱 され、下級審裁判例が 「特段の事情」の審査 を採用 し、
先の最高裁平成9年11月11日 第三小法廷判決がこれを宣明 したことか
ら、これら判決の前後 に区分 して、②判決お よび⑪判決を除 き、裁判例
の 「特段の事情」 の要素について判示 している部分のみを検証する。す
でに、裁判例 から、国際裁判管轄に関する 「特段の事情」論 について
は(36)、さらに、典型的な逆推知説の立場、逆推知説 に加えて 「特段の事情」
の審査 を採用する立場、管轄配分説に近い立場については(37)、それぞれ解
説 または検討が加 えられている。なお、「『特段の事情』論 は、東京地裁
を中心 とする下級審判決の主流 というべ きか も知れない(38)」と観測 されて

















際裁判管轄を直接規定する法規 もな く(41)」という理解は していない。 しか
















れ を受忍すべ きである。」 「原告が大規模 な損害保険会社である」 とい う
「事実 をもって、 日本の裁判所の管轄権 を認めることが原被告間の公平 を
著 しく害するとはいえない。」 「証拠調べについて も、前記の如 き原 ・被
告 の能力に鑑みれば、裁判 の適正 ・迅速 を著 しく害す るほ ど困難である
とは思われない。」
本件 は、「特段の事情」の審査 を初めて採用 した裁判例であ り、被告
の企業組織や原告の大規模な損害保険会社であるという当事者双方の資
力を比較衡量 し、 また、証拠調べの点で当事者双方の能力か ら裁判の適
正 ・迅速 を害するほど困難ではない、 とい う事情か ら、「特段 の事情」
が認め られないとして、国際裁判管轄 を肯定 した。
② 東京 地裁 昭和59年2月15日 判決(判 時1135号70頁 、判 タ525号
132頁)
《判旨》「国際的観点か ら配慮 し」「条理 に反する結果を来すと認め られな
い限 り、これにより裁判籍 が国内に認め られる場合 には、わが国 に裁判
管轄権 を認めるのが相当である。」「被告のみならず、原告にあって も証
拠蒐集、訴訟活動についてカ リフォルニア州の裁判所が便宜であること
は明 らかである うえ、わが国において も管轄 を認める ときには、判決が
矛盾、抵触するおそれ もあ り、また被告 に二重に訴訟追行の負担 を強い
ることになるか ら、……条理 に従えば、わが国に被告の 『事務所』が存























禦の機会を奪 うほどの不利益を課す ものではな く、また、証拠調べに不
都合が生 じないので、「特段の事情」が認め られない として、国際裁判
管轄 を肯定 した。
④ 東京地裁 昭和61年6月20日 判 決(判 時1196号87頁、判 タ604号
138頁)
《判旨》「特段の事情 とは、わが国の裁判所 に管轄権 を認め るこ とが、当
該訴訟 における具体的事実関係 に照 らして、当事者間の公平、裁判の適正・
迅速を期するという理念に反する結果 となるような事情 を意味する。」被
告Aに は 「普通裁判籍が認め られる」。被告Bに 対する請求 に係 る訴 え
は被告Aに 対す る「請求に係 る訴 に併合 して提起 されたものであ り、かつ、
両請求は本件事故 とい う同一の原因に基づ く損害賠償の請求であるか ら、
その訴 については……併合請求の裁判籍が生 じる余地がないではない。」



































れ も台湾に存在するもの と推認されるところ、 日本国 と台湾の間には正
常な国交がな く、これらの証拠ない し証拠方法を日本の裁判所が司法共
助により利用することがで きないので、証拠 に基づ く適正な裁判を行 う
ことは著 しく困難である、 という事情か ら、また、原告 らが台湾におい
て損害賠償請求の訴えを提起せ ざるをえない場合で も、台湾では資力の




はな らない、という事情から、「特段 の事情」が認め られるとして、国
際裁判管轄 を否定 した。

































本件 は、被告の応訴 の不利益 と原告 らの訴え提起の負担 とを比較衡
量 して、被告の不利益が受忍すべ き程度の ものであるとし、また、A航
空 に対する請求 と被告 に対する請求 とを別々の裁判所で審理 した場合 に
は、裁判の矛盾 ・抵触が生ずるおそれがあ り、さらに、本件事故の原因
等 に関する証拠が専 らスペイン国内に存在する ものの、裁判所に提出で
きない証拠が存在するとは考え難いし、司法共助によりスペインにおけ





が可能である、 という事情か ら、「特段の事情」が認め られないとして、
国際裁判管轄を肯定 した。


































本件 は、争点に関する主要 な証拠方法お よび損害についての証拠方
法が原告 らの住所地お よび訴外会社の本店の所在地である日本国内にあ
り、また、被告の企業規模か ら被告が 日本 において訴訟活動 を行うこと
































本件 は、訴訟追行 に対する各当事者の負担を比較衡量 し、被告が日本
における応訴 を余儀な くされる場合 に蒙る負担は大 きい とし、双方の訴
訟の争点は別個の ものであり、両請求を併合する必要性はな く、証拠が
ほとんどがイギ リスに存在す るか ら、国際裁判管轄 を肯定す ることは、
被告には利益がな く、 また、両請求を併合審理することが審理 を遅延 さ
せ る、 という事情か ら、「特段の事情」が認め られないとして、国際裁
判管轄を否定 した。
⑨ 東 京地 裁平 成3年1月29日 判 決(判 時1390号98頁、判 タ764号
256頁)
《判旨》「不法行為地の裁判籍が認め られる」。「アメリカ第一訴訟の結果
如何で停止条件 の成就、不成就が決 まるような場合 にはむしろアメリカ
で審理 を行 うのが適切である。」 「ア メリカの訴訟が先行 して提起 され、
準備書面の交換、証拠 の収集が相当程度進んでお り、 したがってアメ リ
カで審理 を行 うのが便宜であった。」「審理の重複、判決の抵触 を避 ける
という見地から、訴訟追行 にどの国の裁判所が最 も適切か、とい う観点
か らの検討が必要であ り、本件で も、国際裁判管轄 を決定する要素の1
つ として、先行 して提起 されたアメリカ訴訟の進行状況をも考慮 に入れ
るべ きである。」「証拠 は、ほ とんどアメリカ国内にあ り、 この点か らも
審理はアメリカで行 うのが便宜である。」 「原告 はアメ リカに、被告は 日
本 に、それぞれ財産、営業所 や事務所、関連会社等を有 していない」か
ら 「相手国での訴訟追行は、お互いに負担になるが、原告は、 自社 の製
品をアメリカに輸出 して利益 を上げたのであるか ら、将来アメリカで製
造物責任訴訟 を提起 されることも予想 しえたはずである。」「被告は、本
21
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件……訴訟 を日本国内で提起 され ることなど全 くの予期 しえなかったで
あろう」か ら 「被告に日本国内で応訴させるのは、不公平である」。
本件 は、不法行為地の裁判籍が認め られるものの、本件請求権の よう
に、アメリカ第一訴訟の結果如何で停止条件の成就、不成就が決まるよ
うな場合 には、合衆国の裁判所で審理 を行 うのが適切であり、審理の重
複や判決の抵触の回避から、訴訟追行 にいずれの国の裁判所が最 も適切

























判所 において同人 を証人 として直接尋問することが必要であるか否かは
現在の ところ不明である」。 「被告 と日本 国との法的関連が強 く認められ」
る。
本件 は、① か ら⑥ までの要素の重要性 を考慮 しつつ、「特段の事情」
が認められない として、国際裁判管轄 を肯定 した。





































主観的併合の裁判籍を認める 「特段の事情」 も認め られないとして、国
際裁判管轄を否定 した。











































所 において審理、判断す ることが裁判 の適正 ・迅速の観点か ら望 ましい
もの とい うことはで きない。」
本件は、控訴人 らの営業活動が 日本 と関連性を有せず、控訴人 らの応
訴の負担が大 きく、そのうえ、被控訴人 らが大韓民国法人ない し中華民
國法人で損害保険を業とする株式会社であるので、控訴人らに対する訴
えを、例えば、控訴人らの事務所ない し営業所が存在する香港の裁判所
に提起す るとしても、被控訴人 らの負担 となるものではな く、 さらに、
双方の請求が損害賠償責任 に関する法律要件を異にするので、これ らの
訴訟が同一の裁判所による統一的な紛争解決を期待すべ き関係 にな く、
また、証拠資料が外国に集中している、 という事情か ら、「特段の事情」
が認め られない として、国際裁判管轄を否定 した。











本件 は、被告 らが多国籍企業であることおよび証拠調べ における便宜
を考慮 しても、不法行為地が 日本国内である、 という事実が立証 されて




















とい う事情か ら、「特段の事情」が認められる として、国際裁判管轄 を
否定 した。




















ほか 日本 国内に居住する訴外Aの 証言 を求めることが重要であ り、被





















観点か ら考慮することは格別、裁判管轄 を定める独立の基準 として持 ち
込むべ きで はない し、……控訴人 は……諸外 国においてい くつ もの取引
を行ってい る会社であると認め られ るか ら、外国 において訴訟 を追行す
る能力がない とはいえない。」
本件は、スイス連邦法よって銀行実務 について判断するから、同連邦
の裁判所 において審理をすることが最 も合理的であ り、また、予想され
る他の証人等が同連邦内に集中してお り、証人尋問の点を考慮 して も同
連邦の裁判所で審理をすることが迅速な審理に資する、という事情から、
「特段の事情」が認められるとして、国際裁判管轄 を否定 した。



















に提起 され、同州の法律に基づいて裁判が行 われることを予定 していた
ものであ り、我が国の裁判所 に提起 される ことは全 く予期 していなかっ
た」 し 「原告 は、……合衆国と密接 な関連 を保 って行動 し、……合衆 国
ハワイ州裁判所 を専属管轄裁判所 とす ることを了解 していたものといえ、
本件 ……訴えについては、……合衆 国ハ ワイ州の裁判所 に提起すべ きこ
とを容認 していたもの とい うべ きであるか ら、同州の裁判所に訴 えを提
起 させ ることが原告に過大 な負担 を課すことにな」 らない。被告 は 「基
本合意書(レ ター ・オブ ・イ ンテン ト)に ついては、……本件基本合意
書の記載内容についての解釈及びその法的効力が重要な争点 となること
が予想 されることに加 え、本件基本合意書が英語 により記載 されている
ことをも考慮する と、本件基本合意書の解釈等については、……合衆国
ハ ワイ州 の裁判所 において審理す ることが最 も合理的であ り、裁判の適
正 ・迅速 に資する」。被告は 「日本 国内 に支店、営業所 を有 してお らず、
また、その代表者(A)、役員及び従業員 も、 日本国内に住所、居所 を有
していないこと等諸般の事情 を考慮すれば、我が国の裁判所 において本
件……訴訟に応訴することを被告 ……に強いることは、当事者間の公平 、
裁判の適正・迅速 を期する とい う理念 に反す る」し「本件 ……については、
国際社会における裁判機能の分配の観点か らみて も、……合衆国ハ ワイ
州の裁判所こそが、その裁判権の行使 を正 当とするに密接 かつ十分 な法
的関連 を有 している」か ら 「我が国の国際裁判管轄 を否定すべ き特段の
事情があると認めるのが相当である。」
本件 は、契約の締結交渉の経緯に照 らして、被告が本件訴 えは合衆
国ハワイ州の裁判所 に提起 され、同州の法律に基づいて裁判が行われる



















本件は、特許権者 たる被告の本店が 日本 国内にあること等 に照 らし
て、被告が応訴することが、合衆国において差止請求訴訟 を提起 して訴
訟追行することに比 して、不利益を被る、という事情か ら、「特段の事情」




判決が説示 したとお り、「我が国で裁判 を行 うことが当事者 間の公平、
裁判の適正 ・迅速を期するという理念 に反する特段の事情」である。す
なわち、それは、当事者間の公平、裁判の適正 ・迅速 を期するとい う理
念に反する 「特段 の事情」である。これは、④判決が 「特段の事情 とは、
わが国の裁判所 に管轄権を認めることが、当該訴訟における具体的事実
関係に照 らして、当事者間の公平、裁判の適正 ・迅速 を期するという理
念に反する結果となるような事情を意味する」 と説示 していたところで
ある。ここでいう 「当該訴訟 における具体的事実関係」は、その後の裁





説示 したとお り、その要素について 「国際的観点か ら配慮」す ることで





法の規定する裁判籍が 日本国内に認められない、 と判示 しつつ、国際裁
判管轄 を肯定すべ き 「特段 の事情」を検討 している。この判断の枠組み
は、一応は確立 されている国際裁判管轄の判断の枠組みとは異なる判断
の枠組みを採用 しているものといえる。その点で、 この判断の枠組みに
ついては異論があるもの と考えられる。⑪判決は、「仮 に」 日本の裁判
所 に土地管轄が認められるとしても 「特段の事情」が認め られるとして、
国際裁判管轄を否定 している。 しか し、民事訴訟法の規定する裁判籍が
日本 国内に認め られないにもかかわらず、「特段 の事情」 の審査 を採用
して国際裁判管轄 を肯定す るとすれば、それは利益衡量説を採用 したこ
とになるものとも解 されるであろう。
また、立証責任 については、⑫判決お よび⑮判決 は、「特段の事情」
について主張 ・立証がなされていない として、国際裁判管轄を否定 して
いる。任意管轄に関する判断のための資料 を提出す る責任が当事者に委
ね られているとすれば、「特段の事情」の要素 となる事実 についても当
事者が立証する必要がある。
そこで、原告 は 「特段の事情」の要素となるいかなる事実 について主









第1に 、被告の企業組織 または企業規模、とりわけ、被告が 日本国内
に営業所を設置 していること等 という要素を考慮する裁判例 には、①判
決、③判決、④判決、⑤判決、⑥中間判決、⑬中間判決、⑭判決および
⑮判決がある。 これらのうちで、①判決は、被告の企業組織、原告の大
規模 な損害保険会社 という要素 を考慮に入れている。③判決は、被告が
大資本の会社であるこ とに加えて、原告が不法行為地に住所 を有す る、
という要素 を考慮 に入れている。⑭判決 は、被控訴人 らが損害保険会社
であることに、⑮判決は、被告 らが多国籍企業であることにそれぞれ言
及 している。
第2に 、この被告の企業組織 または企業規模 とい う要素は、被告の応
訴の便宜 に関連する場合 もあるもの と解 される。被告の応訴の便宜、訴




に課す ものではない、と判示 している。⑤中間判決 も、被告が国際的な
航空会社であることか ら、被告が応訴を余儀 なくされるとして も受忍す
べ き程度の不利益である、と判示 している。⑳判決 も同旨である。⑧判
決は、被告が外 国に住所を有する個人であるか ら、被告の応訴の負担が
大 きい、と判示 している。⑨判決 は、被告が 日本国内に財産や営業所、
事務所お よび関連会社等を有 していないから、被告の応訴が負担になる、













性 とい う要素を考慮 に入れている。⑲判決 も同旨である。
第4に 、これ らの被告の応訴の不利益 とい う要素または被告の予測可
能性 という要素に対 しては、原告 にも配慮 して原告についての要素を他
の要素 と組み合わせて考慮すべ きであるとも解 される。原告の訴 え提起
の便宜または利益等 という要素を考慮する裁判例 には、⑤ 中間判決、⑧
判決および⑳判決がある。⑤ 中間判決は、原告 らが同一事故を原因 とす
る訴訟について別々に訴えを提起 しなければならない とするのは原告 ら




また、訴え提起 に対する原告の予測可能性 とい う要素を考慮する裁判例
には、⑨判決がある。⑨判決は、国際的訴訟競合の事案において、原告
が自社製品の輸 出により利益 を上げていることか ら、輸出先の国の裁判




要素が他の要素 と組み合わ されて考慮 されるものといえよう。そ して、
この考慮 に対 して、当事者 としては、一般に、被告の企業組織または企
業規模 とい う要素は被告の応訴の便宜 ・負担 という要素に、この要素 は
訴え提起 に対する被告の予測可能性、被告の応訴の不利益 とい う要素に、
この要素は原告 に配慮 して原告の訴え提起の便宜 ・利益 という要素にと
いうように順次、これらの要素 を関連 させつつ、組み合わせて主張 ・立
証することが考えられる。
なお、被告の予測可能性 という要素は、近時の裁判例 において考慮 さ
34
国際裁判管轄の判断における 「特段の事情」の審査(廣 江健司)
れているといえよう。この予測可能性 という要素は、多 くの要素 を考慮
す ることによって国際裁判管轄の判断 を補強するために、これをで きる
限 り客観的に事実関係から認定 される場合には、他の要素 と組み合わせ
て考慮 されるべ きであろう。 また、原告 に対す る配慮 という要素は、原
告が外国の裁判所において訴えを提起 しなければならないとした ら、原
告が訴 えの提起 を断念する、といった状況 を想定すると、国際裁判管轄
の判断における程度 という点では重要であろう。
(3)裁判の適正
裁判の適正の観点か ら、裁判の迅速の観点 とも重複するが、考慮 され
る要素は、次の ようにこれを分類することがで きるであろう。




① 中間判決、③中間判決および⑬ 中間判決は、被告の企業組織、 とりわ
け、 日本国内 に被告の支店や営業所が設置 されていることをもってすれ

















⑮判決 は、「特段 の事情」が主張 ・立証 されていない ことから国際裁判
管轄 を否定 した裁判例であるが、被告 らが多国籍企業であることお よび
証拠調べにおける便宜 という要素 をも考慮 に入れているようである。
第2に 、判決の矛盾 ・抵触 または判決の執行の可能性等 という要素 を
考慮する裁判例には、⑤中間判決、⑨判決および⑭判決がある。⑤ 中間
判決は、原告 らが多数であること、および原告 らの住所地である日本国
内における損害額についての証拠調べの便宜 とい う要素を考慮 に入れて
いる。⑨判決は、訴訟追行にはいずれの国の裁判所が最 も適切であるか、









法になる、 という要素 を考慮 に入れている。本案における法律関係の準
拠法の選定を国際裁判管轄の判断において顧慮することについては、議




ける便宜、判決の矛盾 ・抵触 または判決の執行 の可能性等 とい う要素が
考慮 されるものと解 される。
(4)裁判の迅速




第1に 、証拠調べにおける便宜 とい う要素 をも考慮する裁判例には、




本 における訴訟代理人の選任による適切 な訴訟活動 という要素 をも考慮
に入れている。
第2に 、被告 と日本 との法的関連性 という要素を考慮する裁判例には、








提起の便宜 または負担等 という要素、証拠の収集 または証拠調べ におけ
る便宜、判決の矛盾 ・抵触、本案における法律関係の準拠法等 という要
素、裁判活動 ・訴訟活動の便宜 という要素等が考慮 されていることが判
明 した。これらの要素はいずれ も、具体的な事実関係 における重要性の
程度や事案における他の要素 との相対性の度合いによって、考慮に入れ
られる順序および強調 には差異があることも認識 しておかなければな ら
ないであろう。
こう した認識 に基づいて、当事者は裁判所 に対 して、次のように主
張 ・立証することになろう。原告は、被告の企業組織 ・企業規模からし
て、被告が応訴することに対 して不利益がないことまたは不便宜でない




と、主要な争点 に関する証拠方法が 日本に集中 していること、被告 にとっ
て日本の裁判所における裁判活動 ・訴訟活動が便宜であること等を主張・




被告 にとって 日本の裁判所 における裁判活動 ・訴訟活動 には不利益があ
ることまたは不便宜であること等 を主張 ・立証することになろう。その
うえで、個別具体的事案によっては、原告 または被告は、これらの要素
を組み合わせて主張 ・立証する必要があ り、また、請求の内容 に対応 し
て強調する要素には差異があ り、かつ、その強調する程度にも差異があ
ることなども認識 してお くべ きであろう。
今後の課題 としては、まず、民事訴訟法の規定する裁判籍が 日本国内
に存在することを前提 として、これ に加えて、「特段の事情」 の審査 を






















るタイ訴訟 との国際的訴訟競合 とい う要素 を組み込んでいる。 これは、
国際的訴訟競合の処理に対する裁判管轄説 と承認予測説のうち、前者の
見解 を採用 しているように解 される。⑨判決 と同旨である。
5結 びに代 えて
国際裁判管轄 の判断 における 「特段の事情」の審査 に関 して、「特段
の事情」の審査 による解釈の方法論、つま り、「特段の事情」の審査 を








限 り、日本の裁判所の国際裁判管轄 を肯定す る。 ここでいう 「特段の事











他 国の裁判所への訴え提起の負担等 とい う要素、証拠の収集または証拠
調べにおける便宜、外国裁判所の判決 との矛盾 ・抵触のおそれ、本案に
おける法律関係の準拠法 となる法等 とい う要素、および当事者の双方の
裁判活動・訴訟活動の便宜等 という要素で構成 される。これらの うち、「特
段の事情」 として少 なくとも考慮 されるべ き重要な要素は、当事者の利
益を中心 とする考慮 を重視するとすれば、当事者の訴訟追行に対する能
力 ・資力、証拠方法の所在地 ・集中地等の事情である、と筆者 には思わ
れる。
そうすると、 まず、原告 は、民事訴訟法の規定する裁判籍が日本国内
にあることについて主張 ・立証 し、被告は、これに対 して、その裁判籍
が 日本国内にはないことについて抗弁することが第一段階である。つぎ
に、原告は、「特段の事情」の要素について、「特段の事情」がないと認
められる方向に作用する要素 を主張・立証 し、被告 は、これに対 して、「特




たとえば、外国法人である被告が 日本国内に営業所 を設置 してお り、
その営業所の業務に関連する事案である場合において、その事案の争点
に関連す る証拠が もっぱらA国 内に所在するときには、原告 としては、
被告の企業組織をもってすればその証拠を収集す ることが当事者間の公
平に資する、と主張す ることが考えられるところであ り、被告 としては、





















理構造を十分 に理解 したうえで、「特段の事情」 の内容からして最終的


























判旨は、一方では、日本の裁判所における訴 え提起 に対す る被上告人
の予測可能性、 ドイツ連邦国内における証拠の集中とい う事情、他方で
は、同連邦の裁判所における訴 え提起 に対する上告人の負担 という事情
をそれぞれ考慮 し、 日本の裁判所における訴訟に対する被上告人の応訴





昭和40年 ころか らドイツ連邦共和国内に居住 し、フランクフル ト市 を本
拠 と し て営業活動 を行 って きた。」「上告会社 と被上告人は、昭和62年
12月1日、 フランクフル ト市において、上告会社が被上告人 に欧州各地
か らの 自動車の買 い付け、預託金の管理、代金の支払、車両の引取 り及
び船積み、市場情報の収集等の業務を委託することを内容 とする契約(以
下 「本件契約」 という。)を締結 した。」「上告会社は、被上告人の求めに
より、本件契約に基づ く自動車の買 い付けのための資金 として……被上
告 人の指定 した ドイツ連邦共和国内の銀行 の預金口座 に合計 ……円を送
金 した。本件契約には、被上告人が上告会社か ら預託 された金員の支 出
内容を毎月上告会社に報告すべ き旨が定め られていた。」 「その後、上告

















なお、本件の判例解説としては、孝橋 宏 「日本法人が ドイツに居住
する日本人に対 して契約上の金銭債務の履行を求める訴訟につき日本の
国際裁判管轄が否定された事例」ジュリス ト増刊 『最高裁 時の判例III私
法編(2)』227頁(2004年)、海老沢美広 「〔平成9年度重判解説〕国際裁
判管轄における 『特段の事情』の考慮」ジュリスト1135号288頁(1998
年)、高田裕成 「『特段の事情』の考慮」別冊ジュリス ト 『国際私法判例












前提 と異なる事情 を 『特段 の事情』 として考慮す る見解(即 ち新類型説)
が提唱 され ること、利益衡量説において も、国内管轄規定の類推適用は
必ず しも否定 されない こと、逆推知説にあって も、例外事情の顧慮は否
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もの というべ きである。」 と説示 している。 この立場は、「特段の事
情」の審査を、主観的併合については 「特段の事情が存在する場合












(ひろえ けんし ・本学法科大学院教授 弁護士)
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